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論　文
スイスにおける連邦政府とカントンの間のプログラム協定の成果
―プログラム協定鑑定報告を中心に―
世　利　洋　介
《要　約》
　スイスにおいて2008年から実施されているNFA改革を推進するための一つの装置となるプログラム
協定制度について，連邦政府当局による鑑定書を題材に検討し，主に次の諸点を明らかにした。一，
プログラム協定制度は企画段階で予定されていた連携任務のどの分野においても全面的に，また同様
に導入されている訳ではなく，個別企画に対する補助金交付という従来の制度も併存した中で導入さ
れていったこと，等（Ⅰ）。二，プログラム協定の導入によって，連邦政府とカントンの双方の政府水
準において統制力が増したが，カントンにおける行政運用上の効率化とカントンの主体性の拡大には
必ずしも結びついておらず，またカントンと連邦政府のいずれのレベルにおいても経費削減の効果が
発揮されていないこと，プログラム協定において当初から予定されていた全体的・包括的補助金の採
用が推奨されているが，従来型の経費志向の補助金の活用が併存しているのが実態であること，等（Ⅱ）。
三，鑑定が提示する改善点においてはカントンの主体性・裁量の拡大が最優先に取り扱われているが，
特に経費削減，効率性・簡素化の向上という点に関して全体的・包括的補助金との関連付けが不十分
であること，等（Ⅲ）。
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はじめに
　スイスにおいては，『連邦政府とカントンの間の財政調整と任務分担に関する新たな構築』，いわゆる
NFAが2008年１月１日から実施されている。本稿で取り上げるプログラム協定は，このNFA改革での
取り組みの一環として展開されている（Ⅰ（1）参照）。NFA改革全般の成果については，これまで二
つの成果報告書が，すなわち，NFA第一期（2008年から2011年）を対象として2010年に「第一成果報告」１ 
が，NFA第二期（2012年から2015年）を対象として2014年に「第二成果報告」２が，それぞれ連邦政府
当局より発表されている。当該の成果報告の中で，プログラム協定に対する評価も掲載されているが，
その評価はそれぞれ2009年の「第一鑑定」３と2013年の「第二鑑定」４に基づいて作成されている。
　本稿の目的は，当該の鑑定書を中心に，プログラム協定制度の導入状況，評価・問題点，そして改善
点を検討することにある。第一鑑定ではプログラム協定導入の初期段階にあることから，プログラム協
定に期待されている当初の狙いを踏まえた上で，新たな制度への移行上の諸問題に主な関心事があり，
他方で，第二鑑定にあっては，一定の導入実績を前提とした上で，多様な分野での運用上の諸問題，更
に連邦政府とカントンの視点の相違等，多様な関心事が含まれている。プログラム協定の導入初期にお
ける移行上の問題，そして一定の普及が達成された時点でのプログラム協定の成果と課題を議論するに
あたって，双方の鑑定は不可欠な資料といえる。
　以下，次の手順で論を展開する。Ⅰでは，まず「プログラム協定」制度について，NFA改革におい
て意図されているその導入の狙いを明らかにしておく（Ⅰ.（1））。次に，プログラム協定は連邦政府
とカントンが共同で担当する連携任務（Verbundaufgaben）において導入が図られることになってお
り，その連携任務におけるプログラム協定の導入状況を検討する。またプログラム協定にあっては，従
来の経費規模に応じた連邦補助金から，成果志向または標準化志向として特徴付けられる全体的・包括
的補助金への代替が推奨されているが，その全体的・包括的補助金の導入状況についても明らかにする
（Ⅰ.（2））。
 1  Bundesrat, Bericht über die Wirksamkeitsbericht des Finanzausgleichs zwischen Bund und Kantonen 
2008-2011, 24.November März 2010（以下、Wirksamkeitsbericht（2010）と略称）.
 2  Bundesrat, Wirksamkeitsbericht des Finanzausgleichs zwischen Bund und Kantone, Schweizerische 
Eidgenossenschaft, Der Bundesrat 2012-2015, März 2014（以下、Wirksamkeitsbericht（2014）と略称）.
 3  Eidgenössische Finanzkontrolle, Umsetzung der Programmvereinbarungen bei der NFA, 15.12.2009（以
下、EFK（2009）と略称）. 
 4  Eidgenössische Finanzverwaltung EFV, Die Programmvereinbarungen zwischen Bund und Kantonen 
zu Beginn der zweiten Vierjahresperiode, Beitrag zum Wirksamkeitsbericht des Finanzausgleichs 
zwischen Bund und Kantonen 2012-2015, 15.April 2013,（以下、EFV（2013）と略称）.
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　Ⅱでは，特に第二鑑定で示されている見解を敷衍しながら，プログラム協定の評価と問題点について
明らかにする。ここでは，第一鑑定と第二鑑定での見解を紹介するに留まらず，プログラム協定導入の
主要な目的である効率性・簡便化，統制力の強化，カントンの主体性・裁量性の確保，等に焦点を置い
て，プログラム協定導入によってその効果が発揮されるようになったのかどうか（Ⅱ.（1）），また補助
金形態の導入状況がこれらプログラム協定の各局面にどう影響しているのか否かという点について検討
する（Ⅱ.（2））。
　最後にⅢでは，プログラム協定の現状における鑑定の総括と今後の改善点について検討する。ここで
は，第一鑑定と第二鑑定で掲げられている総括と，特に第二鑑定で提言されている改善点を中心に論を
展開する。第一鑑定と第二鑑定のいずれにあっても，プログラム協定の成果を全般的には積極的に評価
していること，プログラム協定導入にあたって双方の鑑定で共通する認識が在ること，等を明らかにす
る（Ⅲ.（1））。また改善点に関しては，第二鑑定で多様な改善項目が提示されているが，特にカントン
の主体性・裁量性，経費削減，効率性・簡素化，配分の透明性等の視点から，提示されている改善項目
の妥当性について検討する（Ⅲ.（2））。
Ⅰ．プログラム協定制度
（1）「プログラム協定」概念
　『連邦政府とカントンの間の財政調整と任務分担に関する新たな構築』（ Neugestaltung des 
Finanzausgleichs und der Aufgabenteilung zwischen Bund und Kantonen, 以下，NFAと略称）が
2004年11月28日に連邦議会において採択され，2008年 1 月 1 日から実施されている。NFAにあっては，
「スイス連邦主義の効率性，有効性，そして活力構造の改善」５を目的に掲げている。第一報告によれば，
NFAにおいて展開される一連の取り組みは，全面改訂された1999年の連邦憲法に沿って構想された「包
括的な連邦主義改革」６と位置付けされている。
　NFA改革として次の４分野での方策が支柱として提示されている７。―「1）連邦政府とカントンの
間の任務・財源化の再構築，２）残された連携任務における連邦政府とカントンの間の新たな協働形態，
３）負担調整を伴うカントン間協働，４）狭義の政策上統制可能な財政調整」。これらの方策の内，本
 5  Eidg. Finanzdepartment/Konferenz der Kantonsregierungen, Neugestaltung des Finanzausgleichs 
und der Aufgabenteilung zwischen Bund und Kantonen（NFA）,  Schlussbericht über die 
Ausführungsgesetzgebund, Bern, 24. September 2004, S.3.
 6  Botschaft （2001）, a.a.O., S.2301.
 7  Botschaft （2001）, a.a.O., S.2301.
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稿の対象として取り上げるのは，「２）残された連携任務における連邦政府とカントンの間の新たな協
働形態」である８。（図１を参照）またプログラム協定については，第一報告において「連邦政府とカ
ントンの具体的な協働に関して，連携任務の分野においてはプログラム協定制度に中心的役割を与える
ように意図されている」９と述べられている。以上のことから，プログラム協定は「連邦政府とカント
ンの間の新たな協働・財源形態」において，従ってまた「連携任務」において，NFA改革を推進する
ためのいわば装置とみなすことが出来る。
　プログラム協定の主要な法的根拠となる連邦憲法10 第46条第２項では，次のように規定されている。
－第２項「 連邦政府とカントンは，お互いに，次の協定を結ぶことが出来る。すなわち，カントンは
 8  ここで４）の狭義の財政調整については次を参照。世利（2011, 2013）.
 9  Botschaft （2001）, a.a.O., S.2345.
10 本稿では次から引用。Bundesverfassung der Schweizerischen Eidgenossenschaft vom 18. April 1999
（Stand am 11. März 2012）.
図１　NFAの方策
　　　（注）　筆者作成。詳細は次を参照。世利（2018）。
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る」9 と述べられている。以上のことから、プログラム協定は「連邦政府とカントンの間
の新たな協働・財源形態」において、従ってまた「連携任務」において、NFA 改革を推進
するためのいわば装置とみなすことができる。 
 
包括的な連邦主義改革 
↑ 
方 策 
 
1) 連邦政府とカントンの間の任務・財源化の再構築 
 
2) 残された連携任務における連邦政府とカントンの間の新たな協働形態 
 
 (概要) ・パートナー関係の協働 
・「連携任務」 連邦政府とカントンが共同で財源化の責任を負う任務 
・具体的な方策として「プログラム協定」を導入 
・(役割分担) 連邦政府は戦略的先導を分担、カントンは実効的な執行を分担 
 ・成果志向の全体的・包括的補助金の活用 
 
3) 負担調整を伴うカントン間協働 
 
4) 狭義の政策上統制可能な財政調整 
 
図 1 NFA の方策 
(注) 筆者作成。詳細は次を参照。世利(2018)。 
 
プログラム協定の連邦憲法上の法的根拠となる連邦憲法10 第 46 条第 2 項では、次のよう
に規定されている。－第 2 項「 連邦政府とカントンは、お互いに、次の協定を結ぶことが
できる。すなわち、カントンは連邦法の執行にあたって一定の目標を達成し、またこの目
標のために連邦政府が財政上支援する企画を実行する」。また続けて、第 3 項では「連邦政
府はカントンに対して出来だけ大きな形成裁量を与え、またカントン固有の事情を配慮す
る」と規定されている。これらの規定から、プログラム協定の要素として、連邦任務のカ
ントンによる執行、目標の設定、連邦政府による財政支援の対象となる企画、カントンの
裁量・固有事情への配慮を挙げることが出来る。 
                                                  
9 Botschaft (2001), a.a.O., S.2345. 
10 本稿では次から引用。Bundesverfassung der Schweizerischen Eidgenossenschaft vom 18. 
April 1999 ( Stand am 11. März 2012 ). 
：
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連邦法の執行にあたって一定の目標を達成し，またこの目標のために連邦政府が財政上支援する企画を
実行する」。また続けて，第３項では「連邦政府はカントンに対して出来るだけ広範囲な裁量を与え，
またカントン固有の事情を配慮する」と規定されている。これらの規定から，プログラム協定の要素と
して，連邦任務のカントンによる執行，目標の設定，連邦政府による財政支援の対象となる企画，カン
トンの裁量・固有事情への配慮を挙げることが出来る。
　ここで，プログラム協定においてはNFA改革の基本的な要素であるカントンの主体性が反映してい
るという点にも留意したい。連邦政府とカントンの間の任務分担にあたっては，「補完性の原理」，「財
政一致の原理」，そして「カントンの主体性」を適応・重視しており，その「残された連携任務」にお
いてもこれらの事項が適応・重視されているといえる。すなわち，連邦憲法第46条の第２項ではプログ
ラム協定を連邦政府とカントンの間の「相互の取り決め」とし，続けて第３項ではカントンへの「出来
るだけ広範囲な裁量」と「カントン固有の事情」の考慮を連邦政府に義務付けているが，このことはプ
ログラム協定における目標設定，交渉過程，行政執行上の運用にあたって，カントン主体性に対する出
来るだけの配慮が連邦政府に義務付けられていることを意味する。
　次に，プログラム協定における補助金形態の在り方についてみておく。プログラム協定の法的根拠と
して，連邦憲法第46条第２項の他に，いわゆる補助金法（「財政支援と補償に関する連邦法」）において，
次のように規定されている。すなわち，第７条i（財政支援）と第10条第２項b（補償）では，カントン
に対する財政支援または補償は「プログラム協定の枠内で認められ，また全体的または包括的に設定さ
れる」と規定されている。更に，第20a条には「プログラム協定」の項目を設けて，次のように規定さ
れている。―第１項「プログラム協定が設定するのは共通の達成すべき戦略的な企画目的であり，また
規定するのは連邦政府の補助金給付，並びにEFKと連携した財政支援の詳細である」。第２項「プログ
ラム協定は通常，複数年に渡る」。第３項「プログラム協定の枠内で予定されたサービスが市町村によっ
て調達されるならば，カントンは市町村に対して，最少でもその発生経費と等しい分，連邦補助金の一
部で補償する」。以上の規定から，プログラム協定に対する財政支援の要素について次のように整理で
きる。すなわち，プログラム協定においては，連邦政府による全体的・包括的補助金が充てられるこ 
と11，戦略的な企画目的が設定されること，複数年に及ぶ協定として締結されること，協定内での市町
村によるサービスについてその経費分はカントンによって補償されること。
11 NFAの意図に沿った全体的・包括的補助金は次のように説明されている。全体的補助金は、カントンの
弾力的な運営を目的とし、複数年企画に充てた総額の設定と年度分割、計画全体の枠内での自由な使用、成
果対象の単位での産出、という特徴を有する。包括的補助金は、対象となる建設費用の明確さ，カントン間
での同質性、そして効果範囲の予測可能性を前提として、給付単位での標準的費用に基づいて交付される。
（ Wirksamkeitsbericht （2014）, a.a.O., S.145.）
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　NFAにあっては，プログラム協定の補助金関連での特徴点として次の諸点が挙げられていた12。一，
企画全体に対して包括的に設定され，またカントンに「形成余地」が与えられること，二，「NPMの意
味での成果志向」が基準となること，三，「パートナー関係の協働」に基づいていること。また，NFA
において全体的・包括的補助金は，従来からの比例的経費配分より優先され，その理由としては，行政
上より簡便であること，カントンの倹約的な財源投入に資すること，傾向としてより少ない総経費に繋
がりこれが連邦政府にも資すること，が挙げられている13。従って，四，全体的・包括的補助金はNFA
改革において主に効率性・経済性の視点から支持されているといえる。
　以上のように，プログラム協定を補助金形態の視点からみてみると，補助金法に基づき連邦補助金と
して全体的・包括的補助金が充てられること，ここではNPMの意味での成果志向での運用が図られる
こと，カントンの主体性が重視されていること（企画全体に対するカントンへの「形成余地」，「パート
ナー関係の協働」），効率性・経済性が図られていること，等の特徴があるといえる。
（2）プログラム協定の導入状況
　まず連携任務におけるプログラム協定の導入状況についてみておく。図１にも示したように，プログ
ラム協定は連携任務において導入される方策である。連携任務は，「連邦政府とカントンの間の任務・
財源化の再構築」 の結果，連邦政府またはカントンの任務として専属できない任務を対象に，「パート
ナー関係の協働」が展開される任務を指している。
　表１にみるように，NFA企画の段階でプログラム協定制度の適用が予定されていた連携任務にあっ
ても，実際にプログラム協定制度の導入が報告されている任務は数と分野・部署の上で限定されており，
むしろ新規の連携任務においてプログラム協定が採用されていることが判る。すなわち，プログラム協
定導入が確認できる分野は，第一報告と第二報告で挙げられていた連携任務の17分野の内，７分野に留
まっている（表１では第二報告に沿って，野生動物，狩猟，漁業を一括している）。それも環境関連の
分野で牽引されており，その大半が連邦政府の連邦環境局で管轄されている分野である。また，第一・
第二報告において当初予定されていなかった連携任務の分野において，すなわち，文化財保護，山岳地
域の発展計画，建物の再開発で，プログラム協定制度が導入されている。
　先にみたように，プログラム協定は連邦憲法第46条第２項で規定してあるが，そこで「協定を結ぶこ
とが出来る」という表記から，協定締結の如何について選択の幅が与えられており，連携任務がプロ
12 Botschaft （2001）, a.a.O., S.2346.
13 Wirksamkeitsbericht （2014）, a.a.O., S.145.
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グラム協定制度によって実施されることが義務付けられている訳ではない14という点に留意が必要であ
る。これまで検討したように，連携任務は鑑定報告の時点にあっても増大傾向にあったが，2013年の時
点にあってはまだプログラム協定を採用しないという「選択」に傾いていたといえる。
表 1 　NFA報告での連携任務
連携任務 第一報告 第二報告
プログラム
協定導入
1 職業教育補助金 ※
2 公的測定（Swisstopo） ※ ※ ○
3 野生動物（狩猟）・漁業 ※ ※ ○
4 洪水防止（連邦環境局） ※ ※ ○
5 森林（連邦環境局） ※ ※ ○
6 自然・景観保護（連邦環境局） ※ ※ ○
7 基幹道路，財源化が困難な大規模プロジェクト ※ ※
8 公共地域交通 ※ ※
9 飛行場 ※
10 農業構造改革 ※ ※
11 医療保険での割増割引 ※ ※
12 補填給付，生活保障 ※ ※ 
13 行刑・措置執行 ※
14 奨学金・教育ローン ※
15 集積地交通 ※
16 石油税徴収を伴う騒音防止（国道・基幹道路を
除く）　（連邦環境局）
※ ○
17 治水 ※
18 文化財保護（連邦文化局） ○
19 山岳地域の発展計画（連邦経済事務局） ○
20 建物の再開発 ○
（注）次に基づいて筆者作成。Botschaft（2001）, a.a.O., S.2338, Tabelle 2.3. Botschaft （2005）, 
a.a.O., S.6075. Tabelle 4.
　なお，第二成果報告では，プログラム協定が制度として適さない事項として，次のような事情を挙げ
ている15。－（1）連邦補助金が目標達成を基準としてではなく，経費を基に支払われる必要があるとき，
（2）プログラム協定がカントンにとって，可能なだけ限定された経費で目標を達成するのに何の誘因も
14 世利 （2018）.
15 Wirksamkeitsbericht （2014）, a.a.O., S.158.
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ないとき，（3）プログラム協定が過度に官僚的な経費と結びついているとき，（4）連邦政府の行政単位
が具体的な戦略を有せず，補助金で戦略が達成されないとき，（5）カントンの間で競争がないため，ま
たは充分な計画が存在しないため，最も適切な計画または企画を選択するための機会がないとき，（6）
目標と指標が過度に曖昧に規定されており，目標達成を計測することができないとき，（7）目標達成が
不十分なために成果が得られないとき，（8）報告が十分に標準化されていないために明白な結論付けが
出来ないとき。こうした事情は，連携任務の多くの分野においてプログラム協定が導入されなかったこ
との背景として存在していたと考えられる。これらの事情はいずれも，基本的に目標の設定の在り方ま
たは目標が設定されていないことに起因しているといえる。
　次に，プログラム協定制度が連携任務に実際に導入されるにあたって，どういう特徴がみられるのか，
という点について検討する。第一報告では，「制度としてのプログラム協定の使用は，連携任務の全て
の分野に不可避的に統一的に行われる必要があるということではない」と述べている。プログラム協定
制度の運用においては連携任務の「統一的」実施ではなく「弾力的な実施」16が当初より想定されてい
たと言える。実際の導入の在り方については，以下にみるように，第一報告で想定されていた通り，「弾
力的な実施」を確認することが出来る。
　プログラム協定制度の導入状況について，第一鑑定では，プログラム協定制度への「多様な移行」が
指摘されており，「弱い移行」，「部分的移行」，そして「圧倒的移行」の３段階が区分されている17。
　第一段階の「弱い移行」では，従来の財政力割当の適用は廃止されているにも拘らず，個々のプロジェ
クトに対して，その計画進捗に応じて連邦補助金が交付されている。この場合，連邦補助金は企画全体
を基準としてではなく，個別企画に対して交付されている。包括補助金は「散在」しているに過ぎず，
画一的に導入されている訳ではない。例えば連邦文化局の場合，2008年に遡って一様に全体的・包括的
補助金が交付されるのではなく，旧補助金が引き継がれ，2009年にあっても従来の個別措置に従って交
付されている。「弱い移行」の場合，従来の経費補助金がなければ国家的戦略が遂行できない可能性が
あること，建築計画では多様なアクターの協調と複雑な企画が必要であること，カントン主導ではなく
連邦政府の徹底した統制が求められる分野があること，といった事情が指摘されている。
　第二段階の「部分的移行」にあっては，個別措置による100万スイスフラン超の企画，またプログラ
ム協定の下でその基準に達しない企画に対しても連邦政府からの補助金が予定され，また実際に支払わ
れている。ここでは，当該の法律においてもプログラム協定と個別措置の併存を予定している。例えば，
公的測量の支給額は，法律に基づいて４年間の大綱期間の下でサービス提供者の申請に基づき支払われ
16 Botschaft （2001）, a.a.O., S.2348.
17 以下、EFK （2009）, a.a.O., S.14-16.
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ている。
　第三段階の「圧倒的移行」は，「目標基準，包括的補助金，アウトプット統制への転換を伴って移行
された」場合であり，第一鑑定によれば新地域政策，自然保護，騒音防止措置，森林保護等の分野でみ
られる。ただし，規模の大きな予算，多様な分野での補助金を必要とする煩雑な企画，より多くの関係
者の関与を伴う場合には，プログラム協定と並行して旧法の義務が伴っている。また，財源配分はカン
トンの申請に基づき，ボトムアップで配分されている。
　以上にみるように，プログラム協定が導入された2008年にあっては，従来通り個別企画に対して補助
金が交付される「弱い移行」，プログラム協定と個別措置が法律上予定されている「部分的移行」，そし
て本来の意図に沿ったプログラム協定が導入される「圧倒的移行」が，確認されている。ここにみられ
るように，プログラム協定制度はどの分野においても全面的に，また同様に導入されている訳ではなく，
個別企画に対する補助金交付という従来の制度も併存した中で導入されていったということが判る。
　次に，プログラム協定制度の導入の状況について，連邦補助金の視点からみてみる。表２に示される
ように，2008年のプログラム協定導入当初にあっては，連邦政府の補助金全体に占めるプログラム協定
の割合は42%であり，従来からの個別措置による補助金が５割を超えている。これは第一鑑定によれば，
計画期間2008～ 2011年の当初にあっては旧法上の補助金の支払いが新計画と並行して実施されている
ことによる18。プログラム協定の割合を部署別でみると，プログラム協定の導入実績のないBAKを除い
ても，BLWの３% からSecoの100% まで，かなりの差異があることが判る。なお，プログラム協定の金
額が最大の連邦環境局（BAFU）におけるプログラム協定の導入割合は49%であり，またプログラム協
定全体の67%を連邦環境局が占めている。
　以上のことから，補助金法でカントンに対する財政支援または補償はプログラム協定の枠内で認めら
れる（第７条iと第10条第 2 項b）と規定されているにも拘らず，2008年の時点では連邦補助金の６割程
度はプログラム協定制度を活用しないで交付されていたことが判る。このことも，先にみたようにプロ
グラム協定制度の「弾力的な実施」が容認されていたことによるものと考えられる。
18 EFK （2009）, a.a.O., S.13.
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表 2 　連邦部局の補助金額全体に占めるプログラム協定の割合　2008年（単位 ; スイスフラン, %）
総計 プログラム協定 プログラム協定の割合
Swisstopo 26,029,200 1,911,571 7%
連邦文化局（BAK） 21,132,464 － 0%
連邦経済事務局（Seco） 59,252,100 59,252,100 100%
BLW 88,501,667 2,523,336 3%
連邦環境局（BAFU） 269,942,391 131,368,564 49%
計 464,857,822 195,055,571 42%
（出所）EFK （2009）, a.a.O., S.30, Anhang1.
　表３は任務分野別にプログラム協定の実施件数と充当金額を示したものである。当該表によると，
2012年の時点で（４年間に渡って）プログラム協定が実施されている件数は総計313，充当金額は総額
16億4,700万スイスフランであり，この規模は従来型の個別措置の４件と３億4,700万スイスフランを圧
倒している。プログラム協定の件数では森林分野（小計121件）が，金額では騒音防止（５億スイスフ
ラン）が，それぞれ最大である。個別措置が採用されている任務分野は「大規模な個別計画を有する任
務分野」であり，また「既存の個別措置は，特定の計画関係によって正当化され」ており，「治水」に
おいて充当金額の大半が占められている。
　なお，連邦部署との関連をみてみると（表４），自然・景観保護，治水，騒音防止，森林分野はいず
れも連邦環境局の管轄であり，プログラム協定総額に占める割合は連邦環境局が69.7%であり，連邦経
済事務局（山岳地域の発展計画）が22.0%のでこれに次ぐ高さである。表２の2008年の場合と同様に，
プログラム協定は連邦環境局を中心として展開されている。
　以上のことから，プログラム協定が導入されている任務においても，全面的にプログラム協定制度に
沿って運営されている訳ではなく，2012年の時点でも（件数と充当金額は相対的に小さいが）個別措置
も併存していること，またプログラム協定が採用されている件数と充当金額の上で連邦環境局を中心と
して展開されていることが判る。
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表 3 　任務分野別でみたプログラム協定と個別措置の関係　（時点 : 第二 4 年期間，2012年）
任務分野
プログラム協定 個別措置
件数 金額（100万 Fr.） 件数 金額（100万 Fr.）
自然・景観保護 65 29 1 1
　種・ビオトープ，湿地地帯 26 0 1 1
　自然・景観保護 22 5
　国立重要公園とユネスコ 17 24
治水 26 200 個別には予め知られていない。 320
騒音防止 25 500
森林分野 121 419 個別には予め知られていない。
　保護建築森林 22 78 個別には予め知られていない。
　保護森林 25 237
　生物多様性 26 38
　林業 26 56
　森林・水鳥保護地区 22 10
山岳地域の発展計画 24 363
公的測定 26 76
郷里保護/文化財保護 26 60 2 2
合計 313 1,647 既知: 4 既知: 347
（出所）EFV （2013）, a.a.O., Table 1, S.10. 次でも掲載されているが，一部，ここで採用した数値と異なっている。
　　　 Wirksamkeitsbericht （2014）, a.a.O., T6.05, S.149. 
表 4 　プログラム協定を担当する連邦政府の専門部署
部署名 プログラム協定分野
連邦環境局（BAFU）
景観保護，種・ビオトープ, 湿地地帯, 再自然化　再活性化，
騒音・音響保護，保護構造，治水（水利工事保護），保護森林，
森林での植物多様性，野生・水鳥保護領域，
国立重要公園とユネスコ，自然・景観保護（NHG Art. 14a）
連邦経済事務局（SECO） 山岳地域の発展計画，田園地域，境界地域
Swisstopo 公的計測
連邦文化局（BAK） 郷里保護，文化財保護
（出所）EFV（2013）, a.a.O., S.30, Anhang 2.より作成。
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Ⅱ．プログラム協定の評価と問題点
　前節において，プログラム協定は当初予定されていた連携任務の全ての分野において導入されている
訳ではなく，限定的な導入に留まっていることを明らかにした。本節では，プログラム協定が導入され
ている分野を対象にして，プログラム協定の成果がどのように評価されているのかという点を検討する。
（1）評価　―アンケート結果より―
　本節では，特に第二鑑定で報告されているアンケート調査の結果について検討する19。本調査は，プ
ログラム協定第一期（2008-2011年）の全期間と第二期 （2012-2015年）の初期の状況を対象として2012
年夏季に実施され，連邦政府からは前掲の表４の各専門部署から，またカントンの専門部署からは324
部署の内153部署から，それぞれ回答があった。これらの調査結果に対する評価は，鑑定における「プ
ログラム協定に対する認識の主要部分」20を形成しているとみなされており，プログラム協定の成果を
検討するにあたっては不可欠なデータといえる。
　表５は連邦政府とカントンの各部署によるプログラム協定に対する評価結果を局面別にみたものであ
る。アンケートでは８つの各局面について評価が求められている。その全局面の平均的な評価は，連邦
政府の部署では80%が，カントンの部署では70%が，それぞれ肯定的な回答を示している。第二鑑定に
よれば，プログラム協定は「全体的に評価」されており，また連邦政府とカントンの「両パートナーの
制度化された協働は，多様な外観を有しているが，意見は一致して，任務遂行にあたって効果的で効率
的な手段として位置付けられている」21と評している。このことから，プログラム協定に対する評価は，
連邦政府とカントンの担当部署によれば，全般的には肯定的であり，またプログラム協定は任務遂行上
「効果的で効率的な手段」とみなされていることが判る。
19 当該の調査結果と分析は次でも再掲されている。Wirksamkeitsbericht （2014）, a.a.O., S.146.
20 EFV（2013）, a.a.O., S.146.
21 EFV（2013）, a.a.O., S.11.
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表 5 　連邦政府・カントン部署によるプログラム協定の局面別でみた判断
肯定的回答の割合※ 連邦政府とカントンの部署によ
る様々な判断の規模※※連邦政府部署 カントン部署
１．行政執行一般 84% 37% 2.27
２．行政執行のための人材 74% 42% 1.76
３．プログラム協定を伴うより簡便な予算過程 88% 50% 1.76
４．プログラム協定を伴うカントンのより大き
な運用裁量
100% 59% 1.69
５．プログラム協定を伴うより大きな交渉裁量 76% 59% 1.29
６．第一４年期間に対する過程改善 95% 76% 1.25
７．目標達成 75% 83% 0.90
８．統制 70% 86% 0.81
プログラム協定の全局面の平均 80% 70% 1.14
※比率が高い程，プログラム協定を伴う全ての任務領域についての当該局面が肯定的に評価されていることを意
味する。
※※諸判断の規模 = 連邦・カントン部署にあっての肯定的回答の割合の間の比率
（出所）EFV（2013）, a.a.O., Table 2, S.11.　Wirksamkeitsbericht （2014）, a.a.O., Tabelle2  S.153. 
　また第二鑑定では，次の諸点が指摘されている。すなわち，連邦政府による評価の割合が概ねカント
ンによるそれを上回っていること，「目標達成」（質問項目 :「目標設定は，それに従えば連邦政府の義
務は連携任務にあっては戦略的なリードであり，またカントンは実際上の責任を引き継ぐもので，この
設定は達成することができた。」）と「統制」に関してはカントンによる評価がより高くなっていること，
という点にも言及している22。
　ただし，鑑定での指摘の他に，次の諸点についても注目する必要がある。すなわち，カントン当局の
判断によれば，「行政執行一般」（プログラム協定制度の整備や行政上の簡素化）（37%），「行政執行の
ための人材」（42%），「プログラム協定を伴うより簡便な予算過程」（50%）においては，必ずしも高い
評価が得られているとは言い難い。また，「カントンのより大きな運用裁量」（質問項目 :「カントンの
決定・運用裁量は実効的な利害関係にあってプログラム協定のない以前と比較して増大した。」）と「よ
り大きな交渉裁量」（質問項目 :「プログラム協定導入以来，交渉裁量は増大した。」）において，いず
れの項目に対してもほぼ４割のカントン部署が否定的な回答となっている。
　以上の５項目での評価結果からは，プログラム協定導入は必ずしもカントンにおける行政運用（「行
政執行」，「プログラム協定を伴うより簡便な予算過程」）における効率化とカントンの主体性 （「カント
22 EFV（2013）, a.a.O., S.11.
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ンのより大きな運用裁量」，「より大きな交渉裁量」）の拡大に必ずしも結びついている訳ではないこと
が判る23。
　表６はプログラム協定の発展状況を肯定的に評価している割合を任務分野別にみたものである。いず
れの任務分野にあっても，連邦政府の方がカントンよりもより高い割合で肯定的に判断しており，特に
公的測定と治水での開きはそれぞれ16ポイントと19ポイントで大きい。なお，第二鑑定によれば，プロ
グラム協定を比較的早期に導入していた分野（特に，公的測定，森林分野，治水）ではより強く発展し
ていると判断されている24。
表 6 　任務分野におけるプログラム協定の発展状況の判断 （連邦政府・カントン部署別）
任務分野
連邦部署 カントン部署
平均値
連邦・カントン部署
肯定的回答の割合※
１．公的測定 93% 77% 85%
２．林業 79% 76% 78%
３．治水 90% 71% 81%
４．騒音防止 84% 71% 78%
５．山岳地域の発展企画 76% 64% 70%
６．郷里保護/文化財保護 67% 65% 66%
７．自然・景観保護 73% 62% 68%
平均 80% 70% 75%
※比率が高い程，プログラム協定の発展状況は全体的により肯定的に評価されていることを意味する。
（出所）EFV （2013）, a.a.O., Table 3, S.13.　Wirksamkeitsbericht （2014）, a.a.O., S.152.
　以下，アンケート結果を踏まえて，プログラム協定制度で狙われている目標達成，統制の強化，効率
性・簡便化，及び経費節減，について敷衍しておく。
　第一に，「目標達成」について敷衍しておきたい。アンケート結果では，連邦政府とカントンのいず
れの専門部署にあっても，目標達成について比較的高い割合で肯定的な評価を得られていた（肯定的な
回答の割合は，連邦政府 75%，カントン 83%）。しかし，ここで「目標」といった場合，成果目標とサー
ビス目標のいずれを指すのかは不確かであり，また厳格な基準を設けた成果志向という意味で捉えられ
ている訳ではない，という点に留意する必要がある。
23 例えばMathysは、PVの実態において、連邦政府が最終的な決定を下しており交渉の考えを無視しているこ
と、また戦略と機能的裁量の分担は尊重されていないことを挙げて、連邦政府とカントンの間の「階層的関係」
が残っていることを指摘している。（ Mathys（2015）, p.51.）
24 EFV（2013）, a.a.O., S.13.
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　プログラム協定には，NPMの考え方が反映されて成果志向の方針が採用されている。ただし，第二
鑑定においては，2013年の段階で「本来の成果目標はほとんど存在しない」とみなされている。成果目
標が採用されていない要因として，次の三点が挙げられている25。一，具体的な成果目標を定義し，ま
た計測することは，サービス目標の場合よりも困難であること，二，成果目標の測定には時間的な遅れ
を伴うこと，三，成果目標の達成にはプログラム協定以外の要素がより大きな影響を与えているために
その達成の程度はサービス目標と比べてより困難であること。他方で，第二鑑定は「サービス目標の達
成は，その目標がより正確に設定される程に，一層計測が容易となる。しかし，達成されるべきサービ
スが予めより精度化される程に，カントンの運用裁量は一層制限されることになる」26として，サービ
ス目標の設定の在り方の問題点を挙げている。
　第二に，連邦政府とカントンのいずれの部署においても「統制」に対する肯定的な評価の割合が高いが，
この点について敷衍しておく。ここでは，次の第一鑑定での指摘が重要である。すなわち，「多くの個々
の計画の認可と統制に替えて，26の協定の処理の方がはるかに簡便であり，その結果，連邦政府の役割
は強化された」27。また「以前は連邦政府の補助金の一部は直接，自治体または申請当局に充当されて
いたのに対して，今日ではカントンが財源利用を統制している」28。従来の連邦補助金の制度にあって
はその統制の困難性が問題視されていたが29，ここでの指摘から，プログラム協定の導入によってこの
点が克服され，連邦政府とカントンの双方の政府水準において統制力が増したことが窺われる。
　更に，意思決定の権限がカントンに移行している点も，カントンでの統制力の強化に結びついている。
すなわち，「プログラム協定は権限委譲に繋がった。というのは，プログラム協定は政府当局によって，
一部は議会によって，許可されなければならないからである。その結果，これまで技術的に処理するこ
とができた措置は，政治的領域で扱われることになった。カントンでの法律修正は，交渉の初期にあっ
て，常に実現するわけではなかった。NFAは，特定の任務分野から目的が限定されていない財源・負
担調整へと利用可能な財源の移動をもたらした。すなわち，カントン当局はその任務遂行のため一層カ
ントンの内部で奮闘しなければならない。というのは，財源の一部について，カントン当局は，以前は
連邦政府から直接受け取っていたのだが，今や一般的な財源であって目的限定的に支払われはしないか
らである」30。以上の指摘では，従来の連邦政府からカントンへの垂直的財政移転が，NFAでいう狭義
25 EFV（2013）, a.a.O., S.17.
26 EFV（2013）, a.a.O., S.17.
27 EFK（2009）, a.a.O., S.23.　次も同じ主旨。「連邦政府は優先度を設定することが可能であり、またカント
ンに対して上位目標を提示することで、従来からの経費補助の際よりも、本質的により強い影響を財源の充当
に及ぼすことができる」。
28 EFK（2009）, a.a.O., S.23. 
29 世利（2018）。
30 EFK（2009）では次のように指摘されている。－「カントンはお互いに一定の競争関係にあり、また複数の
カントンとのPVは予定されていない。」（a.a.O., S.24.）
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の財政調整と「新たな財源形態」へと代替されたことに伴い，後者の新たな財源形態において統制力が
強化されたことが言及されている。
　第三に，効率性・簡素化について敷衍しておく。鑑定でいう「効率性」とは，行政執行上の効率的な運営，
任務統制上の簡素化，そして目標志向的な財源投入を指している31。第一鑑定では，効率性・簡素化問
題について次のように指摘されていた。すなわち，「任務分野を部分的に，または完全にプログラム協
定に移行している連邦の行政単位のいずれにあっても，主に任務プロセスの簡素化がなされた。連邦政
府の役割は，以前の費用補助金の場合と比較して強化された。というのは，連邦政府は財源投入をより
よく統制できるからである。旧法の措置と新法の企画が 相互に混在している当局にあっては，交渉の
流れはむしろ複雑化している。EFVの意見に従えば，これはむしろ移行問題である」32。すなちわ，連
邦部署の立場から，一，プログラム協定への移行により任務プロセスが簡素化された。二，財源投入の
効果的な統制という点で連邦政府の役割が強化された。三，複雑化の問題は旧法での個別措置と新法移
行の混在によるそれであって新制度への移行問題とみなされている。
　また，第二鑑定によれば，プログラム協定に伴う予算過程においてもカントン部署は「一般的に従前
の体制と比較して，より簡素となったとは判断していない」。この点について，次の要因が挙げられて
いる。すなわち，一，プログラム協定とカントン内の予算過程は未だ十分には調整されていない。二，
プログラム協定のために投入される必要がある財源について，特に森林，治水，自然・景観保護，山岳
地域の発展計画，そして文化財保護の分野においては運用上の裁量は存在しておらず，これらの分野で
は「連邦政府はその利用可能な財源を基に主導権を握っている」。三，プログラム協定では複数年の発
展計画が対象であり，年間計画は意味をなさないと批判されている。四，プログラム協定に伴う予算化
にあたっての問題にカントン内の予算過程の不可測性が加わる33。
　以上の事情は，先にみたように（表５参照）， 統制に関しては連邦政府とカントンのいずれの部署に
あっても肯定的回答の割合が高かったのに対して，「行政執行一般」と「プログラム協定を伴う簡便
な予算過程」の設問では，連邦政府（肯定的回答の割合はそれぞれ84%と88%）とカントン（同37%と
50%）の間で大きな開きがあったことにも反映していると言える。
　プログラム協定の導入は効率性・簡便化の局面において，連邦政府とカントンの間でその効果が対照
的に表れているといえる。すなわち，連邦政府においては，プログラム協定を介した財源投入に際して
31 アンケート調査には、効率性に関する質問項目（「PVで期待されている効率性向上（執行上の効率、任務統
制での簡素化、より目標志向的な財源使用）は実現することができた。」）が設けられている（EFV（2013）, a.a.O., 
Anhang.）。ただし、調査結果では当該質問の集計については掲載されてない。
32 EFK（2009）, a.a.O., S.9. 次でも再掲。Wirksamkeitsbericht （2010）, a.a.O., S.92.
33 EFV（2013）, a.a.O., S.23.
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統制力の強化と簡便化は一体的にその効果が認められている。他方で，カントンにおいては，連邦補助
金に対する統制力の強化の効果は認められていても，旧制度の個別措置との併存，予算制度の調整上の
問題が加わることで，更には後述する本来の意味での全体的・包括的補助金の運用環境が不整備である
ことも加わって，カントンのレベルでの効率性・簡便化の効果は弱いとみなされている34。
　第四に，経費削減35について敷衍しておく。第二鑑定では，次のような見方を示している。すなわち，「カ
ントン部署にあってはプログラム協定それ自体，これまでの体制に対して複雑化をもたらしたと考えら
れている。カントン政府が述べている意見は，行政経費にあって，また公的サービスの価格/サービス
関係にあって，期待された節約と改善はまだ現われていないというものである」36。すなわち，カント
ンにおける行政経費の節減の効果は全般的に，未だ現れていないと判断されている。
　また，第二成果報告では，次のように指摘されている。－「節減化は行政経費にあって，大半の当該
連邦部署によって，ゼロから５ %にしか見積もられていない。軽減さえもみられないのは，自然・郷土
保護，並びに森林の生物多様性を管轄する連邦部署である。カントンの専門部署の回答によれば，行政
上の簡素化に関しては公的計測と森林保護に向けた促進が最高点を得ている。つまり，プログラム協定
の最も長い経験を持っているどの分野も簡素化の得点は高い。しかし，少なくないカントンが，旧制度
の場合と比較して全体的に行政上の超過支出を報告している」37。
　以上の指摘から，経費削減については次のように整理することが出来る。すなわち，一，2013年の時
点では，カントン部署と連邦部署のいずれのレベルにおいても，全般的に，プログラム協定導入による
経費削減の効果が発揮されているとはみなされていない。二，特に連邦政府の自然・郷土保護と環境関
連の部署において，また少なくないカントンにおいても，行政経費はむしろ増加していることが報告さ
れている。
（2）補助金形態との関係
　新たな協働・財源形態にあっては，補助金に関係する原理が導入されており，このことがまたプログ
ラム協定の特徴・構成要素・運用上の基本的な考え方にも反映している38。この場合，特に成果志向，
簡素化，そしてカントンの主体性の強化を図る上で，従来の経費志向的な補助金から包括的・全体的補
34 Mathys（2015）も、カントン代表者の65%が2008-11年の目標に達していないとして、カントンにおける効
率性の問題を指摘している（p.51）。
35 プログラム協定導入に伴う経費削減の効果について問う質問項目は設けられているが、その数値結果は掲載
されていない。
36 EFV（2013）, a.a.O., S.19. 
37 Wirksamkeitsbericht, a.a.O., S.155.
38 世利（2018）。
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助金への代替が推奨されれている。従って，プログラム協定の成果の評価は，補助金形態の在り方と関
係付けて判断される必要がある。
　ここでは，第一鑑定での次の指摘が重要である。すなわち，プログラム協定導入によって「その期待
は一部達成されており，連邦の役割は制度改正により強化された。連邦政府は以前よりも，つまり連邦
政府が単に経費補助金を承認できるときよりも，一層の統制可能性を有している。NFAとともに，経
費補助金の誤った誘因は（ それは補助金受給者にとって必要のない企画を誘発し得たが）廃止された。
この行政上の推進は，連邦政府にあって，圧倒的に簡素化されることが出来た」39。すなわち，連邦政
府による一層の統制可能性が強化されたこと，また経費志向的補助金が排除されたことにより，連邦政
府の行政上の簡素化が図られたこと，という事項が評価されている。更に，前述のアンケート結果から
窺われるように，連邦補助金の活用にあってはカントンの主体性が重視され（Ⅰ（2）を参照），このこと
がカントンにおいても統制が強化されることに繋がっているといえる。
　ただし，プログラム協定導入それ自体は，全体的・包括的補助金が全面的に採用されていることを必
ずしも意味しない，という点に留意したい。第一鑑定では，プログラム協定制度の導入初期における補
助金形態について次のように述べている。すなわち，「連邦補助金のより多くの部分が，依然として個
別措置に従って処理されている。特に，より多くの関係者の動員が要求される建築上の措置と企画，更
に複雑な企画に関して，伝統的な補助金制度が選好されている」40。
　また表７は2012年初夏の時点でみた任務分野別での補助金形態である41。表から判るように，プログ
ラム協定を採用しているいずれの分野にあっても，全体的補助金または包括的補助金が採用されている。
他方で，個別措置の枠内での補助金が併せて採用されている分野も多く認められる（治水，郷里保護/
文化財保護，植物多様性，公的測定，森林保護，自然・景観保護）。これらの分野にあっては，「企画の
複雑さや予見が不可能であるため，補助金の包括化は合理的ではない」42と指摘されている。以上のよ
うに，プログラム協定では全体的・包括的補助金の採用が推奨されているが，この点が徹底されている
訳ではなく，従来型の経費志向の補助金の活用が併存しているのが実態である。
　包括的補助金がプログラム協定で活用されることが推奨されており，その際，効率性・経済性の視点
から支持されていたといえる（Ⅰ.（1）を参照）。しかし，第一鑑定によれば，当時の実態としては「い
ままですべての分野において，本来の包括的補助金の財源上の誘因が効率性の目的で導入されたという
39 EFK（2008）, a.a.O., S.13.
40 EFK（2009）, a.a.O., S.9．
41 次でも再掲されているが、EFV（2013）との間では一部数値の不一致があり、本稿では第二鑑定の原表を掲
載している。Wirksamkeitsbericht（2014）, a.a.O., S.149.
42 Wirksamkeitsbericht （2014）, a.a.O., S.149.
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訳ではなかった」としている。これには主に「目標と指標，またその基準の設定にあたっての実際上の
困難」にあるとしている43。
表 7 　任務分野別の補助金形態　（ 時点 : 第二４年期間，2012年）
任務分野 全体補助金 包括的補助金
プログラム協定以外の
従来のまだ直接的に経
費依存の補助金
山岳地域の発展企画 ※ ─ ─
騒音防止（国道沿いを除く） ※ ─ ─
自然・水鳥保護地区 ※ ※ ─
自然公園 ─ ※ ─
治水 ※ ─ ※
郷里保護/文化財保護 ※ ─ ※
植物多様性 ※ ※ ※
公的測定 ※ ※ ※
森林保護 ─ ※ ※
自然・景観保護 ─ ※ ※
（出所）EFV（2013）, a.a.O., Table 4, S.16.　「※」は導入していることを，「-」は導入していないこと
を示す。
　また第一成果報告によれば，「財政上の誘因は適切な全体的補助金の意味での統制を目的としたもの
では，これまで散在的にしか予定されていなかった。それに対して，多様な包括的補助金はサービス単
位毎の特定の補助金の意味では導入されていた。散在的に適正な細部規則は首尾一貫することなく統制
の新たな考えの基に適用されていたのであり，そのため個々の分野ではまだ包括的なものは適用されて
いなかった」44。
　これらの指摘はいずれも，全体的・包括的補助金が導入されている分野にあっても，当該補助金によっ
て当初予定されていた効率性・経済性が発揮されている訳ではないことを示唆している。また前述した
ように，カントンにおいては連邦補助金の活用という点では統制は強化されている。しかし，簡素化や
経費節減の効果は弱いことを指摘したが，このことも全体的・包括的補助金が本来の機能を発揮できて
いないことを示唆している。2013年までの時点では，NFA企画で意図されていた全体的・包括的補助
金の効果が発揮されるには未だ課題が残されており，「標準化」の困難や成果志向の環境が整備される
必要があることが窺われる。
43 EFK（2009）, a.a.O., S.19.
44 Wirksamkeitsbericht（2010）, S.93.
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Ⅲ．総括と改善点
（1）総括　―鑑定の共通点―
　第一鑑定（または第一成果報告）と第二鑑定（または第二成果報告）におけるプログラム協定に対す
る評価の視点について比較してみると，それぞれプログラム協定導入の初期の段階とプログラム協定が
一定程度に普及した段階という鑑定の実施時期の相違があるにも拘らず，以下に指摘するように，プロ
グラム協定の現状に対する共通認識があることが確認できる。
　第一に，プログラム協定の成果について，いずれの鑑定・報告においても，総括の上では積極的に評
価されているといえる。すなわち，第一成果報告では，プログラム協定導入について「新制度に伴う最
初の経験は満足のいくものとみなされ得る」45と要約しており，また第二鑑定でも「５.今後に向けた総
合判断と結論」において「全体的にプログラム協定の発展状況の判断はまったく肯定的なものである」46
と総括している。
　前節Ⅱでみたようにプログラム協定制度の運用にあたっては多様な問題が残されているが，それにも
拘らず，プログラム協定導入の初期段階における連邦政府による統制の改善，プログラム協定の多様な
局面における連邦政府・カントンによる評価，第一期から第二期に掛けてのプログラム協定の発展状況
の連邦政府・カントンの認識，等を踏まえると，総括上での肯定的な捉え方は適切な評価だと言える。
　第二に，いずれの鑑定においても，連邦補助金の在り方として，従来型の個別措置は必ずしも否定さ
れている訳ではなく限定的に肯定されている。すなわち，第一鑑定・第一成果にあっては，「より多く
の連邦補助金の部分があいかわらず，個々の指示により処理されている。特に建築基準に沿った企画，
及び複雑な企画でより多くの関係者が参加するものは，従来の補助形式が選好されている」47としてい
る。また第二鑑定では，企画グループ「環境，森林，景観」での取り組みを踏まえて，プログラム協定
を伴う任務分野において個別措置が正当とみなされる前提として次の諸項目を挙げている。すなわち，
「特に高い企画経費」，「企画の複雑さでの高い程度」，「企画を単に僅かの指標と包括性について統制す
ることが不可能であること」，「企画を４年保証期間の計画に統合することが不可能であること（例えば，
建築認可様式での不確かさ，または事業の不透明性による）」48。
　なお，連邦補助金の在り方として，従来型の個別措置は特にカントンの主体性という点で抑制的に働
45 Wirksamkeitsbericht （2010）, a.a.O., S.94.
46 EFV （2013）, a.a.O., S.26.
47 Wirksamkeitsbericht （2010）, a.a.O., S.92. 次の再掲。EFK （2009）, a.a.O., S.4.
48 EFV （2013）, a.a.O., S.9. また個別措置が特別法で予定されている例が挙げられている。 
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くことに留意したい。本来，プログラム協定において従来型の個別措置に替えて全体的・包括的補助金
の活用が推奨されているのは，成果志向を図ると同時に，企画運用上のカントンの裁量を拡大すること
が狙いであったことを勘案すると，従来型の個別措置は極力限定的な活用に留める必要がある。この点
で，特に第二鑑定でみられる従来型の個別措置に対する肯定的な指摘は，カントンの主体性よりも連邦
政府の統制という視点がより強く反映していると言える。
　第三に，いずれの鑑定・成果報告においても，プログラム協定の一様で統一的な導入が推奨されてい
る訳ではなく，プログラム協定が導入される任務分野における「異質性」が強調されている。すなわち，
プログラム協定の一様で統一的な導入の回避は，第一鑑定で指摘されたプログラム協定の導入にあたっ
ての「多様な移行」（Ⅰ.（2）を参照）にも含意されていると言える。第一鑑定は「プログラム協定によっ
てむしろ成果・効果志向的に統制されるべきである。すなわち，連邦の財源はまず，カントンが適切な
計画と企画を提出したところに，また連邦政府の関心事があるところのそれに充てられるべきである」49
と述べている。また第二鑑定では，「制度「プログラム協定」の一層の既に存在する連携任務への拡充 
は強要されない」，また「プログラム協定の非常に広範囲に渡る統一は，全ての関係する任務分野にあっ
て任務の異質性に直面して適切ではない。より本質的にみえるのは，任務分野毎に最適に仕立てられた
解決である」50と述べている。
　第一報告では「制度としてのプログラム協定の使用は，連携任務の全ての分野に不可避的に統一的に
行われる必要があるということではない」51と述べている。上記のようなプログラム協定の弾力的な導
入は，第一報告の段階で既に予定されていた対応であるといえる。ここで重要な点は，「成果・効果志
向的に統制」されているかどうか，また「任務分野毎に最適に仕立てられた解決」となっているかどう
か，という点である。
（2）改善点
　Ⅱで検討したように，プログラム協定の現状に対しては，統制の強化が連邦政府とカントンのいずれ
の段階でも認められていたが，他方で多様な問題点を指摘することができる。すなわち，主要な問題点
としては，特にカントン側から厳しく評価されていたカントンの主体性・裁量幅の拡大で多くの課題が
残されていること，カントンにおける効率性・簡素化の効果が認められないこと，更に連邦政府とカン
トンのいずれの水準においても経費削減の効果が弱いこと，2013年の時点では本来の全体的・包括的補
49 EFK （2009）, a.a.O., S.94. Wirtsamkeitsbericht（2010）, a.a.O., S.92.
50 EFV （2013）, a.a.O., S.26.
51 Botschaft （2001）, a.a.O., S.2348.
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助金の効果が発揮できる環境が整備されていないこと，等を挙げることができた。以上のことから，カ
ントンの主体性・裁量，効率性・簡素化，経費削減，全体的・包括的補助金の導入にあたっての条件整
備，等の多様な局面において改善が求められているといえる。第二鑑定 においてはプログラム協定の
今後の改善点が提示されているが，こうした多様な局面での問題点を踏まえた適切な内容となっている
かどうかという点について以下，検討する。
　第二鑑定においては，表８に示されているように15の改善項目を挙げている。その内，「優先的改善点」
として５項目が，また優先的改善点に順じた改善項目として10項目が，それぞれ挙げられている。第二
鑑定では，改善点を提示するにあたって次のように述べている。すなわち，「連邦政府とカントンの新
たな協働形態の行政執行にあって，目指される目的はまだ達成出来なかった。今後は，特に次のことに
考慮すべきである。すなわち，連邦政府自身は完全に企画の段階から撤退すること，プログラム協定と
目標における補完的な表示は一般的には詳細の密度を抑制すること，種々の小規模な企画はより大規模
な企画に可能なだけ統合されること，また計画目的の数は実施途中で極力抑制されること。更に，連邦
政府とカントンは計画期間を財政計画期間または計画有効期間と適切に一致させることを考慮すべきで
あろう」52。
　ここでの指摘から，カントンの主体性あるいはカントンによる機動的な運用が引き出されるように留
意されており，またここでの指摘が，表８の改善項目にも具体化されているといえる。すなわち，（1）
連邦政府の役割の限定， （2）連邦統制の対象限定，（3）統制強度・規定密度の抑制，以上三項目はカン
トンの主体性の向上に直結する項目であり，また（4）計画目標の簡略化と（5）類似協定の統合は，カ
ントンの機動的な運用を引き出す事項であるといえる。
　Ⅰ.（2）でみたように，プログラム協定においては，カントン主体性に対する出来るだけの配慮が連
邦政府に義務付けられているが，このことは目標設定の局面に留まらず，交渉過程と行政執行の運用の
局面でも当てはまる。この点については，優先的改善点の中では，目標設定と統制・規定に係わる事項
として（1）から（5）のすべての項目が，また優先的改善点に順じた改善項目の中では，交渉過程と行
政執行の運営に係わる項目として （8）交渉経緯，（10）全体的補助金への統合，（13）サービス目標の
調整を，それぞれ挙げることができる。15の改善項目の内，８項目がカントンの主体性・裁量の拡大を
促すものであり，改善点においてもカントンの主体性が重要視されていることが判る。
　EFKによれば，プログラム協定の実施においてカントンの機動的な運用の余地に与える基本的な要
素として，法規，手段，そして目標基準，以上の三項目を挙げることが出来る。「最大限の運用上の自由」
52 EFV （2013）, a.a.O., S.19-21.
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は「最小限に抑制された法律上の規準であり，十分に意のままにできる手段であり，また規準としての
全体的な戦略目標である」53としている。優先的改善点は，法規・手段（連邦補助金の統制）・目標基準
における連邦政府のカントンに対する関与を抑制することによって，カントンの主体性・機動的運用を
引き出すことが図られているといえる。
表 8 　第二鑑定で指摘されたプログラム協定の改善点
優先的改善点
1 連邦政府の役割の限定
連邦政府は、専属的に目標の水準に集中し、計画の水準から撤退することが求
められる。
2 連邦政府の統制の対象 連邦政府による統制はより拡充的に目標達成に照準を置くことが適切である。
3 統制強度と規定密度の抑制
プログラム協定とそれを補完する規定について、その統制の強度と詳細の程度
を可能なだけ抑制するように点検すること。
4 計画目標の簡略化
より小規模な企画を一つの協定に関連付けし、また協定毎に企画上の目標数を
最少化すること。
5 類似協定の統合
連邦補助金の交付額と比較してかなりの行政経費を伴う場合、計画上の適切な
目標を他の「類似した」協定に統合、または協定過程の断念の可否を点検する
こと。
優先的改善点に次いで改善すべき事項
6 目標設定の改善と情報交換
“目標基準”（成果・サービス目標）、“指標”及び“目標達成の計測”の分野に
ついて、プログラム協定を伴う全ての任務領域での一層の改善が追求されるこ
と。
7 経費削減
一般的にまだ相対的に高い行政経費の削減に向けて、プログラム協定と関連す
る全ての任務分野において、引き続き注視すべきである。
8 交渉経緯
計画運営にあたっての交渉の経緯に関して、カントン部署の側だけでなく、連
邦部署の側でも、改善可能性が見込まれる。アンケート結果では特に文化財保
護でこれが当てはまる。
9 人材不足（ 新規 ）
10
全体的補助金への統合
（ 新規 ）
包括的補助金（サービス単位で交付）が一般的に計画全体のために全体的補助
金に統合され得ないかを点検 （そこではカントンの企画裁量が更に高められる）。
11 配分の透明性
利用可能な財源とカントンでの配分に関係し、連邦政府は早い時期での透明な
交流を配慮すべきである。
12
措置方法の整理
（ 新規 ）　
任務の異質性に対してかなりの規制が生じるが、連邦補助金が 4 年期間の終了
前に尽きている場合、その規制は必然的というわけではない。より本質的には、
措置の在り方は各計画協定で明確に調整されるべきである。
13
サービス目標の調整
（ 新規 ）
サービス目標は運営上、より良く目標が実際に達成され得るよう、時にカント
ンによって調整されるべきである。
14
予算過程での調整
（ 新規 ）
プログラム協定の交渉は、時系列でより適切にカントンでの予算過程とともに
決定されるべきである。
15
計画期間と財政計画の調整 
（ 新規 ）
（プログラム協定の）計画期間について、財政計画期間または計画有効期間と
一致させるように留意すること。
（出所）EFV（2013）, a.a.O., S.27-28.
53 EFK （2009）, a.a.O., S.20.
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　なお，第二報告では補助金に関する規定密度の抑制について次のように述べている。－「（ 補助金法; 
筆者による）第20a条が明確に示していることは，条件が粗いことであり，これによって新たなプログ
ラム協定に有利になるように意図されている」。また「重要な事項については，特定の条例において具
体的に認め，または要求される」54。ここでの補助金規定での考え方（すなわち，補助金法での粗い条
件設定と特定条例での重要事項の具体化）も連邦政府の関与の抑制を主旨としているという意味で，（3）
の「規定密度の抑制」に適った措置といえる。従って，改善点としては，規定密度の抑制に留まらず，
特定条例でのカントンの主体性の確保に関する 重要事項の明確化という視点も加えられる必要がある。
　第二鑑定では，また，次の10項目を「優先的改善点」に次いで改善されるべき事項として挙げられ
ている55。すなわち，（6）目標設定の改善と情報交換，（7）経費削減，（8）交渉，（9）人材不足，（10）
全体的補助金への統合，（11）配分の透明性，（12）措置方法の整理，（13）サービス目標の調整，（14）
予算過程での調整，（15）計画期間と財政計画の調整。
　ここで，「目標設定の改善と情報交換」については，第一期と第二期を問わずいずれの鑑定・成果報
告においても，その重要性が再三指摘されている。第一成果報告では，次のように述べられていた。す
なわち，「新たな４年間を考慮してこれまでの経験を活用し，把握された当初の困難を完全に取り除く
ことが肝要である。EFVは従って，カントン代表者も構成員となる情報交換のプラットフォームで，
機会がある度に特に定型の協調を連邦段階で促進する。このことは，強化された文化変容を連邦政府の
専門部局とカントンにもたらすことに寄与するであろう」56。また第二鑑定においても，情報交換の重
要性について次のように述べられている。すなわち，「任務の異質性に直面して特に意義があるとみな
されるのは，既に導入され，任務を越えた経験の交換である」57。また，「この経験の交換は，強制的に
も維持されなければならない。全関係当局の持続的な経験の交換があって初めて，一定の分野を超えた
調和が中長期的に可能である」58。
　プログラム協定の経験に関する情報交換のプラットホームは，連邦政府とカントンの間の連携，ある
いはカントン間での連携という点で重要である。これまでみてきたように，プログラム協定導入が意図
されている連携任務では多様な分野の任務が含まれていること，全ての連携任務においてプログラム協
定制度が導入されている訳ではないこと，プログラム協定の導入において全体的・包括的補助金が例外
なく採用されている訳ではないこと，成果志向の全体的・包括的補助金の経験が浅いこと，プログラム
54 Botschaft（2005）, a.a.O., S.6131. 
55 EFV（2013）, a.a.O., S.27-28.
56 Wirksamkeitsbericht（2010）, a.a.O., S.94.
57 EFV（2013）, a.a.O., S.26.
58 EFV（2013）, a.a.O., S.12.
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協定においては従来型の個別措置が併存していること，これらの事情を勘案すると，連携任務における
「異質性」と成果志向（目標基準，指標，目標達成の計測）を踏まえたプログラム協定の経験に関する
情報交換のプラットホームは，「任務分野毎に最適に仕立てられた解決」を見い出すにあたっての効果
的な結節点として機能するものとが考えられる。
　また目標設定の改善は，プログラム協定制度の普及の徹底という点においても重要である。2013年の
時点でプログラム協定が導入されている連携任務は限定的であったが，その背景としてプログラム協定
制度に適さない事情が多く存在していたことが考えられる （Ⅰ.（2）を参照）。当該の事情は基本的に
目標の設定の在り方または目標が設定されていないことに起因しており，連携任務においてプログラム
協定制度の一層の普及を徹底するためには，目標設定の改善は重要な改善事項である。
　なお，表８では「目標設定の改善」の具体的な改善の在り方については触れられていないが，この点
で第二鑑定での次の指摘が重要である。－「今後も，積極的にまた創造的に，一層の実践に即した可能
性を求めることは，個々の任務分野において連邦政府とカントンの当局の課題として残されなければな
らない。その際，一方で，制度“プログラム協定“の目標においては，機能的に弾力化を図ることで，
過度に狭い実施目標によって制限されないことに考慮する必要がある。また他方で，目標達成の厳格な
計測それ自体は実際不可能であると示されることは回避すべきである。この点で，明確な成果目標は，
非常に広く把握されるか，または大半が外部的に決定される効果目標を前提とすべきである」59。すな
ちわ，目標設定にあたっては次の改善の方向が示されている。一，個々の任務分野において，実践性を
追求した目標が継続的課題として追及されること。二，同時に，過度に狭く制限されることなく，機能
的に弾力化が図られること。三，成果目標の場合，その目標の範囲を包括化すること，または大半，効
果目標を前提とすること。
　経費削減については，Ⅱ.（1）で検討したように，連邦政府とカントンのいずれのレベルにおいても
プログラム協定導入による効果は否定的にみられていた。表８にみるように，経費削減は「引き続き注
視すべき」として漠とした言及に留まっており，改善事項としては表層的で弱いといえる。プログラム
協定制度において経費削減が狙われているのは，Ⅰ.（1）でみたように，連邦補助金の在り方に依って
いることが大きい。すなわち，プログラム協定では従来からの比例的経費配分よりも全体的・包括的補
助金が優先されているが，その理由として行政上の簡便性，カントンの財源投入の倹約化，その結果と
しての行政経費の抑制，といった効率性・経済性の視点が挙げられる。
　しかし，補助金形態の実際は，Ⅱ.（2）でみたように，従来型の経費志向の補助金の活用が併存して
59 EFV（2013）, a.a.O., S.18.
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おり，また全体的・包括的補助金が導入されていても必ずしも効率性・経済性を意図して運営されてい
る訳ではなかった。これらの事情を踏まえると，経費削減にあっては，厳格な意味での全体的・包括的
補助金の効果を発揮するための環境を整えることが一つの要件となるといえる。
　Ⅱ.（2）においてプログラム協定の成果の評価は，補助金形態の在り方と関係付けて判断される必要
があると指摘したが，プログラム協定の改善点にあっても補助金形態との関連付けがあって初めて改善
事項の実効化に繋がるといえる。第二鑑定で掲げられた改善点にあっては，この補助金形態との関連付
けという点で不十分である。すなわち，表８にみるように，第二鑑定が挙げている改善項目の内，補助
金形態の在り方に直結した項目は，（8）全体的補助金への統合と（12）措置方法の整理に留まっており，
いずれの項目もむしろ行政運営上の簡素化あるいはカントンの裁量の拡大に繋がる性質を有しており，
経費削減を直接的に意図したものではない。
　鑑定において効率性といった場合には，Ⅱ.（1）で指摘したように，行政執行上の効率的な運営，任
務統制上の簡素化，そして目標志向的な財源投入を意味している。この効率性については，特にカント
ンのレベルにおいて効果は弱いとみなされていた。ここでは，旧制度の個別措置との併存，予算制度の
調整上の問題，更に全体的・包括的補助金の運用環境が不整備であることが加わって，かなり重層的な
課題が存在していると考えられる （Ⅱを参照）。
　第二鑑定で掲げられた改善点の中で，効率性・簡素化の向上に寄与する項目としては，（12）措置方
法の整理，（14）予算過程での調整，（15）計画期間と財政計画の調整，以上三項目を挙げることができる。
また（10）全体的補助金への統合についてもここでの効率性に寄与し得るという点も強調したい。すな
わち，全体的補助金は産出とリンクされていることから，「得られた成果に報いること」が可能であり
成果志向的な性質を有していることから60，ここでの効率性（ 目標志向的な財源投入）という視点から
も，全体的補助金への統合は効果的といえる。
　なお，これら四項目はいずれも，第二鑑定で新規に追加された改善項目であり，また（14）と（15） 
は連邦政府とカントンの間の予算制度が調和していないことから生じてくる課題61であり，プログラム
協定制度それ自体の改善に留まらず，連邦政府とカントンの間の垂直的な連携に係わる財政制度の改変
にも係わる中長期的な課題であるといえる。
　また効率性・簡素化の視点から改善点を点検すると，経費削減の場合と同様に，補助金形態との関連
での言及が弱いといえる。すなわち，NFA改革にあっては，全体的・包括的補助金によって，行政上
の簡便化，カントンでの倹約的な財源投入，NPMの意味での成果志向が意図されていること，また実
60 世利（2018）。
61 世利（2011）。
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態としては厳格な意味での全体的・包括的補助金の効果が発揮されていないこと等を考慮すると，効率
性・簡素化の向上という点についても，従来の経費志向的な補助金から全体的・包括的補助金への代替，
全体的・包括的補助金の効果発揮のための条件整備という点も重要な課題・改善点となるといえる。
　最後に，「配分の透明性」について検討する。配分の統制性は，既にNFA企画の段階で，また第一鑑
定においても既に課題として指摘されていた。すなわち，NFA報告「（3）カントンの同等の手続き」では，
次のように述べられている。－「スイス連邦憲法はカントンの同等の手続きを原則としている。この原
則はしかし，不十分な計測上の連邦財源を巡って連携任務の分野での一定のカントンの競争を排除する
ものではない」としている。また，「連邦財源を巡るこの競争に関する範囲限定は十分に法的に支援され，
また合法的な機関によって確定される必要がある。競争は，例えば全国的な同規模の基礎的供給が確保
されることが要求さるように制限される」62。すなわち，一，連邦財源を巡ってカントン間の競争が容
認されていること，二，また当該の競争と支援財源の確定に関して透明性が法的に確保されること，と
されている。
　また第一鑑定においても，「配分基準の透明性には改善余地がある」として，「カントンは法的に平等
に扱われる要求権がある。協定上の根拠にあっては従って，その内容が客観的で，実際に追跡が可能な
財源配分が準備されることが求められる」と指摘している63。
　配分に関する第二鑑定での改善事項は，これらNFA報告あるいは第一鑑定で指摘された事項と比較
すると不十分であるといえる。すなわち，カントン間競争の透明性の確保の指摘に留まらず，更に，「連
邦財源を巡る競争に関する範囲限定」が法的に確保されること，また配分にあたっての連邦政府とカン
トンの間の交渉の場として合法的機関が設置されることも今後の課題として挙げられる必要がある。
おわりに
　本稿の目的は，スイスにおいて2008年から実施されているNFA改革の支柱の一つ「連邦政府とカン
トンの間の新たな協働・財源形態」の具体的な運用を担う制度，すなわちプログラム協定制度について，
その導入状況と評価・問題点，そして改善点を検討することにあった。その際，連邦政府当局による鑑
定書を題材に検討することによって，次の諸点を明らかにした。
　Ⅰでは，プログラム協定についてその基本的事項を確認し，また2013年時点までの導入状況に関して
次の諸点を指摘することが出来る。一，プログラム協定は「連邦政府とカントンの間の新たな協働・財
62 Botschaft（2001）, a.a.O., S.2348.
63 EFK（2009）, a.a.O., S.23.
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源形態」において，従ってまた「連携任務」において，NFA改革を推進するためのいわば装置であり，
その要素として，連邦任務のカントンによる執行，目標の設定，連邦政府による財政支援の対象となる
企画，カントンの裁量・固有事情への配慮を挙げることが出来る。
　二，プログラム協定を補助金形態の視点からみてみると，補助金法に基づき連邦補助金として全体的・
包括的補助金が充てられること，ここでは成果志向での運用が図られること，カントンの主体性が重視
されていること，効率性・経済性が図られていること，等の特徴がある。
　三，NFA企画の段階でプログラム協定制度の適用が予定されていた連携任務にあっても，実際にプ
ログラム協定制度の導入が報告されている連携任務は数と分野・部署の上で限定されている。プログラ
ム協定制度は連携任務のどの分野においても全面的に，また同様に導入されている訳ではなく，個別企
画に対する補助金交付という従来の制度も併存した中で導入されていった，等。
　Ⅱでは，特に第二期鑑定で報告されている広範囲に渡るアンケート調査の結果を基に，プログラム協
定の実態に対する評価と問題点について検討し，次の諸点が判った。一，プログラム協定の導入によっ
て，連邦政府とカントンの双方の政府水準において統制力が増したが，ただし，プログラム協定導入は
カントンにおける行政運用 における効率化とカントンの主体性の拡大には必ずしも結びついていない。
　二，2013年の時点では，カントン部署と連邦部署のいずれのレベルにおいても，全般的に，プログラ
ム協定導入による経費削減の効果が発揮されていない。
　三，プログラム協定では全体的・包括的補助金の採用が推奨されているが，この点が徹底されている
訳ではなく，従来型の経費志向の補助金の活用が併存しているのが実態であり，また全体的・包括的補
助金が導入されている分野にあっても，当該補助金によって当初予定されていた効率性・経済性が発揮
されている訳ではなく，その理由として「標準化」の困難や成果志向の環境が整備されていないという
背景がある，等。
　Ⅲでは，プログラム協定の現状における鑑定の総括と今後の改善点について検討し，次の諸点を指摘
した。一，プログラム協定の成果については，プログラム協定鑑定，NFA成果報告のいずれにおいても，
総括の上では積極的に評価されている。また，いずれの鑑定においても，従来型の個別措置は必ずしも
否定されている訳ではなく限定的に肯定され，プログラム協定の一様で統一的な導入ではなくプログラ
ム協定が導入される任務分野における「異質性」が強調されている。
　二，第二鑑定においては，改善点として15項目を挙げ，その内の８項目がカントンの主体性・裁量の
拡大を促すものであり，カントンの主体性が重要視されていることが判る。
　三，プログラム協定の経験に関する情報交換のプラットホームの必要性がこれまで再三，鑑定・
NFA成果報告で強調されてきたが，そこで目標設定の改善を図ることは，プログラム協定制度の一層
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の普及を徹底する上で重要事項となる。
　四，第二鑑定で掲げられた改善点にあっては，この補助金形態との関連付けという点で不十分である。
特に経費削減，効率性・簡素化の向上という点について，従来の経費志向的な補助金から全体的・包括
的補助金への代替，全体的・包括的補助金の効果発揮のための条件整備という点も重要な課題・改善点
となるといえる，等。
参考文献
〔 1 〕 世利洋介 （2018）,「スイスにおける連邦政府とカントンの間の新たな協働・財源形態―NFA改革にみる政府水
準間の垂直的連携―」『経済社会研究』第58巻第３・４合併号, 久留米大学経済社会研究会.
〔 2 〕 世利洋介（2013）,「スイスにおける新財政調整の調整効果―財源調整を中心に―」『経済社会研究』第54巻第１
号, 久留米大学経済社会研究会.
〔 3 〕 世利洋介（2011）,「スイスにおける新たな財政調整制度―NFAにみる財源調整を中心に―」『産業経済研究』
第52巻第１号, 久留米大学産業経済研究会.
〔 4 〕 世利洋介（2006）, 「分権国家スイスにおける財政調整制度」持田信樹編『地方分権と財政調整制度』東京大学出版.
〔 5 〕 世利洋介（2005）,「分権国家スイスにおける新たな政府間役割分担と財政調整」『「政府間財政関係ワークショッ
プ」報告書―国際比較編』財務省財務総合政策研究所.
〔 6 〕 世利洋介（2001）,『現代スイス財政連邦主義』九州大学出版会.
〔 7 〕 Bundesrat, Wirksamkeitsbericht des Finanzausgleichs zwischen Bund und Kantonen 2012-2015, März 
2014.
〔 8 〕 Bundesrat, Einhaltung der Grundsätze der Neuegestaltung des Finanzausgleichs und der Aufgabenteilung 
zwischen Bund und Kantonen（NFA）, Bericht des Bundesrates vom 12. September 2014 in Erfüllung des 
Postulats 12.3412（Stadler Markus）vom 29. Mai 2012.
〔 9 〕 Bundesrat, Bericht über die Wirksamkeitsbericht des Finanzausgleichs zwischen Bund und Kantonen 
2008-2011, 24.November März 2010.
〔10〕 Bundesrat, Botschaft zur Festlegung des Ressorcen-, Lasten- und Härteausgleichs sowie zum 
Bundesgesetz über die Aenderungen von Erlassen im Rahmen des Uebergangs zur NFA vom 8. Dezember 
2006.
〔11〕 Bundesrat, Botschaft zur Ausführungsgesetzgebung zur Neugestaltung des Finanzausgleichs und der 
Aufgabenteilung zwischen Bund und Kantonen（NFA）, vom 7. September 2005.
〔12〕 Bundesrat, Botschaft zur Neugestaltung des Finanzausgleichs und der Aufgaben　zwischen Bund und 
Kantonen（NFA）, vom 14. November 2001.
〔13〕 Eidg.Finanzdepartment/Konferenz der Kantonsregierungen, Neugestaltung des Finanzausgleichs und der 
Aufgabenteilung zwischen Bund und Kantonen（NFA）, Schlussbericht über die Ausführungsgesetzgebund, 
Bern, 24. September 2004.
〔14〕 Eidgenössische Finanzkontrolle, Umsetzung der Programmvereinbarungen bei der NFA, 15.12.2009.
〔15〕 Eidgenössische Finanzverwaltung, Die Programmvereinbarungen zwischen Bund und Kantonen zu 
Beginn der zweiten Vierjahresperiode, Beitrag zum Wirksamkeitsbericht des Finanzausgleichs zwischen 
Bund und Kantonen 2012-2015, 15.April 2013.
〔16〕 L. Mathys, The Swiss reform of the allocation of tasks: The conventions-programs as a new partnership 
model for vertical cooperation ?, Federal Governance, Vol.12, No.1, 2015.
6968
